	トラック運送業


貨物輸送量は減少基調が続いているが、平成22年に入って、減少幅はやや縮小している。

各社は自動車NOx・PM法や府の条例に基づいて、16年頃よりトラックを環境対応車へ入替えており、現在、これらへの投資は一段落している。
業界では、荷主企業の物流業務の一部又は全体を代行する等、輸送に伴う各種サービスの拡充に力を入れつつある。

業界概要　

貨物自動車運送業(トラック運送業)は、「一般」「特別積合せ」「特定」「霊柩」の４種類に分類される。

事業者の約９割は「一般」であり、荷主又は同業の運送業者から受注して輸送する。「特別積合せ」は大企業が多く、主要都市に拠点を持ち、不特定多数の荷主の貨物を積合せて、全国配送するもので、宅配便事業を行うのもこれら企業である。「特定」は特定荷主との専属契約によって輸送を行う。

当業界では、荷主企業から直接受注する運送業者は全体の２～３割で、元請の運送業者が下請に発注する「傭車」が多い。例えば、「特別積合せ」業者は、末端の集荷・配達業務は自社で行い、拠点間の定期便の幹線輸送は主に「一般」業者の「傭車」を利用している。
輸送量の減少幅はやや縮小
貨物輸送量は、平成18年、19年と回復したものの、20年夏頃より減少に転じ、その後は減少傾向が強まった。22年に入って、引き続き前年の水準を下回っているが、減少幅はやや縮小している。
扱い品目では、食品関連は底堅く、また、オフィス家具類を扱う企業では、２～３月に季節的な動きがみられた。一方、セメント、鉄鋼、塗料等の建築資材や、建設機械は引き続き、大きく落ち込んでいる。

収益は厳しい
　貨物輸送量が減少する中、運送業者間の運賃値下げ競争が続き、運賃水準は低下している。こうした中、受注を維持・確保するために、運送契約にはなかった荷役作業を無償で行う例もみられる。
コスト面で、ディーゼル車の燃料である軽油の価格は20年８月のピーク時よりは下がっているが、引き続き18～19年の高い水準にある。
長距離輸送は収益の確保が難しい

長距離輸送は、燃料消費量が多い上に、効率的な輸送を図りにくいため、燃料費の高どまりや運賃低下の影響が大きい。長距離では復路の「帰り荷」確保が重要であるが、各社ともインターネット（求貨求車情報ネットワークWebKIT）や提携企業への電話連絡により、「帰り荷」確保に努めている。ただし、輸送需要が減少する中、トラックの積載量に見合う荷が確保できなかったり、他社との受注競争から運賃のさらなる値引を余儀なくされたりする場合が多く、収益の確保は厳しい。
環境対応車への投資は一段落
13年に自動車NOx・PM法が成立し、関西圏等三大都市圏のトラックは、NOx（窒素酸化物）、PM（粒子状物質）の排出抑制基準を満たすことが必要となった。そして、大阪府でも14～15年から「大阪府グリーン配送」が実施され、さらに、21年からは条例により「大阪府流入車規制」が実施された。こうした中、法や条例の猶予期間の関係もあって、16～18年にトラックの環境対応車への買い替え又は改造を進めた企業が多かった。トラックを新車に買い替えるまでの期間は、一般に12～13年、中堅企業では７～８年であるが、買い替え時期を予定より早めることを余儀なくされた事業者も多かった。また、一部企業では、「グリーン配送」に対応して、CNG（圧縮天然ガス）車、ハイブリッド車といった低公害車を導入した例もみられた。さらに、環境や安全面での対応として、グリーン経営認証、Ｇマーク（安全優良事業所）認定、ISO9001/14001を取得した企業も少なくない。このほか、輸送効率向上を図るデジタルタコグラフ、安全機器としてのバックアイカメラ、サイドビューカメラ等の導入にも力が入れられている。
なお、車両の買い替えや新規導入においては、運輸事業振興助成交付金による経費の一部助成制度を利用する企業が多い。

今後の見通し
　荷主企業の景況が停滞する中、運送業者間の運賃引下げ競争が続き、先行きは厳しいとみられている。
長期的にみると、荷主企業においては、得意先のニーズに合わせたきめ細かな配送と、自社の物流コストの節約に取り組む中で、自家用トラックを減らし、運送業者への委託を増やす傾向にあり、さらに、運送業者に商品の在庫管理、検品、包装、値札付け、配送等の流通加工を委託する例が増えている。運送業者においては、これらへの対応を進める中で、荷主企業の入出荷データを共有して、物流業務のシステム全般を代行する等、よりレベルの高いサービスの取組に力を入れつつある。　　　　　　　　（松岡　信明）
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